令和3年2月定例会提出議案・議決結果
議員提出
議案
【令和3年2月25日上程】
	

番号
	件名
	概要
	採決日
	議決結果
	各会派の態度（○は賛成、×は反対）

	
	
	
	
	
	維新
	自民
	公明
	共産
	民主
	改保
	自堺
	(無所属)

	１
	大阪府議会会議規則一部改正の件
	PDF版 [PDFファイル／212KB]
鑑 [Wordファイル／20KB]　規則案 [Wordファイル／20KB]
案文[Wordファイル／27KB]　提案理由 [Wordファイル／20KB]
	2月25日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○








知事提出
議案
【令和3年2月25日上程】
	

番号
	件名
	概要
	採決日
	議決結果
	各会派の態度（○は賛成、×は反対）

	
	
	
	
	
	維新
	自民
	公明
	共産
	民主
	改保
	自堺
	(無所属)

	１
	令和３年度大阪府一般会計予算の件
	概要はこちら
http://www.pref.osaka.lg.jp/zaisei/yosan/r3tousho.html
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	×
	×
	○
	○
	○

	２
	令和３年度日本万国博覧会記念公園事業特別会計予算の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	３
	令和３年度就農支援資金等特別会計予算の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	×
	○
	○
	○
	○

	４
	令和３年度大阪府営住宅事業特別会計予算の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	×
	○
	○
	○
	○

	５
	令和３年度港湾整備事業特別会計予算の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	×
	○
	○
	○
	○

	６
	令和３年度関西国際空港関連事業特別会計予算の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	７
	令和３年度箕面北部丘陵整備事業特別会計予算の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	×
	○
	○
	○
	○

	８
	令和３年度不動産調達特別会計予算の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	９
	令和３年度市町村施設整備資金特別会計予算の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１０
	令和３年度公債管理特別会計予算の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１１
	令和３年度地方消費税清算特別会計予算の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１２
	令和３年度母子父子寡婦福祉資金特別会計予算の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１３
	令和３年度国民健康保険特別会計予算の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	×
	○
	○
	○
	○

	１４
	令和３年度中小企業振興資金特別会計予算の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１５
	令和３年度沿岸漁業改善資金特別会計予算の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１６
	令和３年度林業改善資金特別会計予算の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１７
	令和３年度大阪府中央卸売市場事業会計予算の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１８
	令和３年度大阪府流域下水道事業会計予算の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１９
	令和３年度大阪府まちづくり促進事業会計予算の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	２０
	令和２年度大阪府一般会計補正予算（第１６号）の件
	概要はこちら
http://www.pref.osaka.lg.jp/zaisei/yosan/r2hosei16.html
	3月 9日
	原案可決
	○
	○
	○
	×
	○
	○
	○
	○

	２１
	令和２年度大阪府営住宅事業特別会計補正予算（第１号）の件
	
	3月 9日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	２２
	令和２年度大阪府流域下水道事業会計補正予算（第１号）の件
	
	3月 9日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	２３
	令和２年度大阪府一般会計補正予算（第１７号）の件
	概要はこちら
http://www.pref.osaka.lg.jp/zaisei/yosan/r2hosei17.html

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	２４
	令和２年度日本万国博覧会記念公園事業特別会計補正予算（第３号）の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	２５
	令和２年度大阪府営住宅事業特別会計補正予算（第２号）の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	２６
	令和２年度港湾整備事業特別会計補正予算（第１号）の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	２７
	令和２年度関西国際空港関連事業特別会計補正予算（第１号）の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	２８
	令和２年度箕面北部丘陵整備事業特別会計補正予算（第１号）の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	２９
	令和２年度不動産調達特別会計補正予算（第１号）の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	３０
	令和２年度市町村施設整備資金特別会計補正予算（第１号）の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	３１
	令和２年度公債管理特別会計補正予算（第１号）の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	３２
	令和２年度地方消費税清算特別会計補正予算（第１号）の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	３３
	令和２年度母子父子寡婦福祉資金特別会計補正予算（第１号）の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	３４
	令和２年度国民健康保険特別会計補正予算（第２号）の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	３５
	令和２年度中小企業振興資金特別会計補正予算（第１号）の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	３６
	令和２年度大阪府中央卸売市場事業会計補正予算（第１号）の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	３７
	令和２年度大阪府流域下水道事業会計補正予算（第２号）の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	３８
	令和２年度大阪府まちづくり促進事業会計補正予算（第１号）の件
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	３９
	修徳学院環境改善事業の施行に伴う負担金徴収の件
	令和３年度において府が施行する修徳学院環境改善事業により利益を受ける市から負担金を徴収するため、地方財政法第２７条の規定により議決を求めるもの。
受益市　　　堺市
負担金	　２，３８９万３千円

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	×
	○
	○
	○
	○

	４０
	土地改良事業の施行に伴う負担金徴収の件
	令和３年度において府が施行する土地改良事業により利益を受ける市町から負担金を徴収するため、土地改良法第９１条第６項の規定により議決を求めるもの。
受益市町　　河内長野市ほか２４市町
負担率　　　１７５／１，０００ほか
負担金　　　２億６，７３３万円

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	４１
	泉州東部区域農用地総合整備事業の施行に伴う負担金徴収の件
	平成９年度から平成１９年度までの間における泉州東部区域農用地総合整備事業により利益を受ける市から負担金を徴収するため、旧農用地整備公団法第２７条第８項の規定により議決を求めるもの。
受益市	和泉市ほか５市
負担率	　１／６ほか
負担金　　　４億２，２６３万２，０８９円

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	４２
	淀川河川公園整備事業の施行に伴う負担金徴収の件
	令和３年度において国が施行する淀川河川公園整備事業により利益を受ける市から負担金を徴収するため、都市公園法第１２条の４の規定により議決を求めるもの。
受益市　　　大阪市
負担率　　　１／６
負担金　　　１，３２０万７千円

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	４３
	交通安全施設等整備事業の施行に伴う負担金徴収の件
	令和３年度において府が施行する交通安全施設等整備事業により利益を受ける市から負担金を徴収するため、地方財政法第２７条の規定により議決を求めるもの。
受益市　　　吹田市
負担金　　　２，０００万円

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	４４
	都市高速鉄道連続立体交差事業の施行に伴う負担金徴収の件
	令和３年度において府が施行する都市高速鉄道連続立体交差事業により利益を受ける市から負担金を徴収するため、地方財政法第２７条の規定により議決を求めるもの。
受益市　　　東大阪市ほか４市
負担金　　　１４億３，１９０万円

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	４５
	モノレール道整備事業の施行に伴う負担金徴収の件
	令和３年度において府が施行するモノレール道整備事業により利益を受ける市から負担金を徴収するため、地方財政法第２７条の規定により議決を求めるもの。
受益市　　　東大阪市
負担金　　　２，５００万円

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	×
	○
	○
	○
	○

	４６
	流域下水道事業の施行に伴う負担金徴収の件
	令和３年度において府が施行する流域下水道事業により利益を受ける市町村から負担金を徴収するため、下水道法第３１条の２の規定により議決を求めるもの。
受益市町村　大阪市ほか４１市町村
負担率　　　国庫補助事業　　１／４、１／６
府費単独事業　　１／２
維持管理費　　　５．５／１０ほか
負担金　　　２８６億３，６２３万１，３００円
	
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	４７
	土地改良事業の施行に伴う負担金変更の件

	令和２年度において府が施行中の土地改良事業の事業費の変更に伴う受益市町負担金の変更について、土地改良法第９１条第６項の規定により議決を求めるもの。
負担金　　　３億１，５８２万７千円
→２億９，２８５万９千円

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	４８
	泉州東部区域農用地総合整備事業の施行に伴う負担金変更の件
	平成９年度から平成１９年度までの間における泉州東部区域農用地総合整備事業の事業費の変更に伴う受益市負担金の変更について、旧農用地整備公団法第２７条第８項の規定により議決を求めるもの。
負担金　　　４億２，５１１万９，３０５円
→４億２，１４５万９，９７８円

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	４９
	淀川河川公園整備事業の施行に伴う負担金変更の件
	令和２年度において国が施行中の淀川河川公園整備事業の事業費の変更に伴う受益市負担金の変更について、都市公園法第１２条の４の規定により議決を求めるもの。
負担金　　　２７４万５千円
→２４４万９，６７８円

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	５０
	交通安全施設等整備事業の施行に伴う負担金変更の件
	令和２年度において府が施行中の交通安全施設等整備事業の事業費の変更に伴う受益市負担金の変更について、地方財政法第２７条の規定により議決を求めるもの。
負担金　　　２，５００万円
→１，８４２万９，８５６円

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	５１
	都市高速鉄道連続立体交差事業の施行に伴う負担金変更の件
	令和２年度において府が施行中の都市高速鉄道連続立体交差事業の事業費の変更に伴う受益市負担金の変更について、地方財政法第２７条の規定により議決を求めるもの。
負担金　　　１５億４，９５０万円
→１９億５，０１７万４千円

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	５２

	流域下水道事業の施行に伴う負担金変更の件
	令和２年度において府が施行中の流域下水道事業の事業費の変更に伴う受益市町村負担金の変更について、下水道法第３１条の２の規定により議決を求めるもの。
負担金　　　２８１億７，７５８万９，５００円
→２７３億１，８３１万５千円

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	５３

	工事請負契約締結の件
（モノレール道整備事業）
	大阪モノレール支柱建設工事（西岩田工区）請負契約
契約金額　　２０億７，８６５万３，５００円
請負者　　　青木あすなろ・協和異業種間特定建設工事共同企業体

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	×
	○
	○
	○
	○

	５４

	工事請負契約締結の件
（大阪府営住宅建設事業）

	大阪府営豊中新千里東第３期高層住宅（建て替え）新築工事請負契約
契約金額　　１３億８，０５０万円
請負者　　　大鉄工業株式会社

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	５５

	工事請負契約締結の件
（大阪府警察淀川１単身寮新築工事）
	(1)大阪府警察淀川１単身寮新築工事（第１工区）請負契約
契約金額　　１２億３，１７８万円
請負者　　　株式会社松村組

(2)大阪府警察淀川１単身寮新築工事（第２工区）請負契約
契約金額　　７億６，４５０万円
請負者　　　富国建設株式会社

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	５６

	大阪府重度障害者特例支援給付金過払金返還金に関する債権放棄の件

	大阪府重度障害者特例支援給付金過払金返還金の債務者に対して、大阪府が有する債権を放棄することについて議決を求めるもの。
〔放棄する債権〕
・回収不能となった１１１万５千円及び当該返還金に係る遅延損害金

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	５７

	大阪府障害者扶養共済制度掛金に関する債権放棄の件

	大阪府障害者扶養共済制度掛金の債務者に対して、大阪府が有する債権を放棄することについて議決を求めるもの。
〔放棄する債権〕
・回収不能となった５２３万３，８００円及び当該掛金に係る遅延損害金

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	５８

	大阪府母子父子寡婦福祉資金貸付金に関する債権放棄の件
	大阪府母子父子寡婦福祉資金貸付金の債務者に対して、大阪府が有する債権を放棄することについて議決を求めるもの。
〔放棄する債権〕
・回収不能となった８４万３，４７９円及び当該貸付金
に係る遅延損害金

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	５９

	大阪府交通事故被災世帯生活つなぎ資金貸付金に関する債権放棄の件
	大阪府交通事故被災世帯生活つなぎ資金貸付金の債務者に対して、大阪府が有する債権を放棄することについて議決を求めるもの。
〔放棄する債権〕
・回収不能となった２３０万１，２５５円及び当該貸付金
に係る遅延損害金

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	６０

	大阪府立救命救急センターの診療料等に関する債権放棄の件

	大阪府立救命救急センターの診療料等の債務者に対して、大阪府が有する債権を放棄することについて議決を求めるもの。
〔放棄する債権〕
・回収不能となった３０５万３，５７０円及び当該診療料
等に係る遅延損害金

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	６１

	府有財産賃貸借契約に係る貸付料及び延滞金に関する債権放棄の件
	府有財産賃貸借契約に係る貸付料及び延滞金の債務者に対して、大阪府が有する債権を放棄することについて議決を求めるもの。
〔放棄する債権〕
・回収不能となった２６２万４，１００円並びに当該貸付料及び延滞金に係る遅延損害金

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	６２

	大阪府営住宅の家賃及び共益費に関する債権放棄の件
	大阪府営住宅の家賃及び共益費の債務者に対して、大阪府が有する債権を放棄することについて議決を求めるもの。
〔放棄する債権〕
・回収不能となった１億７，５６９万９，０３４円並びに当該家賃及び共益費に係る遅延損害金

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	６３

	大阪府営住宅の家賃及び共益費に相当する損害金に関する債権放棄の件
	大阪府営住宅の家賃及び共益費に相当する損害金の債務者に対して、大阪府が有する債権を放棄することについて議決を求めるもの。
〔放棄する債権〕
・回収不能となった１億１，０５５万８４４円及び当該損
害金に係る遅延損害金

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	６４

	大阪府営住宅の駐車場使用料に関する債権放棄の件
	大阪府営住宅の駐車場使用料の債務者に対して、大阪府が有する債権を放棄することについて議決を求めるもの。
〔放棄する債権〕
・回収不能となった９２１万８，２０２円及び当該使用料に係る遅延損害金

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	６５

	大阪府公立高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励費貸付金に関する債権放棄の件
	大阪府公立高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励費貸付金の債務者に対して、大阪府が有する債権を放棄することについて議決を求めるもの。
〔放棄する債権〕
・回収不能となった２３万７，２００円及び当該貸付金に係る遅延損害金

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	６６

	電話対応強要行為等差止請求に関する訴えの提起の件

	大阪府動物愛護管理センターの管理及び運営について、職員への電話対応強要行為等を行う者を相手方として、当該行為等の差止めを求める訴えを提起するため、議決を求めるもの。

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	６７

	大阪府立藤井寺工科高等学校における生徒のいじめに係る損害賠償請求に関する損害賠償の額の決定及び和解の件

	大阪府立藤井寺工科高等学校において発生した生徒のいじめに関して、民事訴訟法第89条の規定により和解するため、議決を求めるもの。
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	６８

	副首都推進局共同設置規約を変更する件
	副首都推進局共同設置規約を変更するため、地方自治法第２５２条の７第３項において準用する同法第２５２条の２の２第３項の規定により議決を求めるもの。

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	×
	○
	○
	○

	６９

	指定管理者の指定の件（大阪府立青少年海洋センター本館及びヨットハウス）
	大阪府立青少年海洋センター本館及びヨットハウス
指定期間　　　令和３年４月１日から
令和６年３月３１日まで
指定する団体　ナンブフードサービス（株）、ＮＰＯ法人ＮＡＣ、（株）ＢＳＣ・インターナショナル
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	７０

	指定管理者の指定の件（大阪府立あゆみ寮及び大阪府立のぞみ寮）
	大阪府立あゆみ寮及び大阪府立のぞみ寮
指定期間　　　令和３年４月１日から
令和８年３月３１日まで
指定する団体　社会福祉法人四天王寺福祉事業団

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	７１

	指定管理者の指定の件（環境農林水産部所管施設）
	(1)大阪府立金剛登山道駐車場
指定期間　　　令和３年４月１日から
令和５年３月３１日まで
指定する団体　一般財団法人大阪府みどり公社

(2)大阪府民の森ちはや園地
指定期間　　　令和３年４月１日から
令和５年３月３１日まで
指定する団体　府民の森南河内地区管理共同事業体

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	７２

	指定管理者の指定の件（自動車駐車場）
	大阪府江坂立体駐車場、大阪府新石切立体駐車場及び大阪府茨木地下駐車場
指定期間　　　令和３年４月１日から
令和４年３月３１日まで
指定する団体　タイムズ２４株式会社

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	７３

	堺市に係る児童自立支援施設に関する事務の受託についての規約を変更する件

	堺市から府が受託する児童自立支援施設に関する事務の受託期間を３年間延長するため、規約を変更することについて、地方自治法第２５２条の１４第３項において準用する同法第２５２条の２の２第３項の規定により議決を求めるもの。

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	７４

	包括外部監査契約締結の件

	令和３年度に係る包括外部監査契約を締結するため、地方自治法第２５２条の３６第１項の規定により議決を求めるもの。
・契約期間の始期　　令和３年４月１日
・契約金額　　　　　１，５３０万２千円を上限とする額
・契約の相手方　　　西出智幸（資格弁護士）

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	７５

	公立大学法人大阪の定款の一部を変更する件

	公立大学法人大阪が出資を受けた財産の一部を除却したことに伴い、同法人の定款の変更が必要となるため、地方独立行政法人法第８条第２項の規定により議決を求めるもの。

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	７６

	地方独立行政法人大阪府立病院機構に係る第４期中期計画について認可する件

	地方独立行政法人大阪府立病院機構が作成する第４期中期計画について認可するため、地方独立行政法人法第８３条第３項の規定により議決を求めるもの。
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	×
	○
	○
	○
	○

	７７

	特定事業契約変更の件（大阪府立高等学校空調設備更新事業）
	大阪府立高等学校空調設備更新事業契約（平成３１年３月１５日議決）
契約期間の終期　　平成５３年３月３１日
→令和２４年３月３１日
契約の相手方　　　大阪スクールアメニティサービス株式会社
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	
７８

	大阪府及び大阪市における一体的な行政運営の推進に関する条例制定の件

	大阪の成長及び発展に向けて府及び大阪市の一体的な行政運営を推進するため、副首都推進本部（大阪府市）会議の組織及び運営並びに当該会議において協議する事項並びに府及び大阪市が一体的に取り組む事務等について定める。
施行日：令和３年４月１日
【知事による議案の訂正（令和3年3月24日）[PDFファイル／254KB]】
	3月24日
	原案可決
	○
	
×
※
	○
	×
	×
	○
	×
	○

	７９

	大阪府二千二十五年日本国際博覧会大阪パビリオン基金条例制定の件

	令和７年に開催される国際博覧会において、府及び大阪市が共同して設置を目指すパビリオンの整備等に係る経費に充てる資金を積み立てるため、二千二十五年日本国際博覧会大阪パビリオン基金の設置、積立て、管理等について定める。
施行日：公布の日

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	×
	○
	○
	○
	○

	８０




	大阪府ホストタウン等新型コロナウイルス感染症対策基金条例制定の件

	東京オリンピック競技大会及び東京パラリンピック競技大会の開催に関し、府の区域内のホストタウン及び事前キャンプ地において選手等を受け入れるに際しての新型コロナウイルス感染症の感染の防止等に必要な費用の財源に充てるため、ホストタウン等新型コロナウイルス感染症対策基金の設置、積立て、管理等について定める。
施行日：公布の日
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	×
	○
	○
	○
	○


※原田　亮議員は退席しました。
	

番号
	件名
	概要
	採決日
	議決結果
	各会派の態度（○は賛成、×は反対）

	
	
	
	
	
	維新
	自民
	公明
	共産
	民主
	改保
	自堺
	(無所属)

	８１
	指定公立国際教育学校等管理法人による大阪府立学校の管理に関する条例制定の件

	大阪府立水都国際中学校及び大阪府立水都国際高等学校について、国家戦略特別区域法に基づく指定公立国際教育学校等管理法人に管理を行わせるため、法人が行う業務、法人の指定の手続等を定める。
施行日：規則で定める日
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	×
	○
	○
	○
	○

	８２
	職員の給与に関する条例一部改正の件

	　国及び他の都道府県との均衡を図るため、通勤のため交通の用具を使用する職員であって、通勤が困難であると認められる身体に障害を有するものについての通勤手当の額の加算を廃止する。
施行日：令和３年４月１日
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	８３

	職員の特殊勤務手当に関する条例一部改正の件

	１　国家公務員について、新型コロナウイルス感染症への対処業務に従事した場合の特殊勤務手当に係る用語が改められたことを踏まえ、条例において同趣旨の改正を行う。
施行日：公布の日
２　子ども家庭センタ－に勤務する児童福祉司及び府立高等職業技術専門校等に勤務する職業訓練指導員について、給料の調整額を定めることに伴い、社会福祉等業務手当の対象業務の一部を削除するとともに、職業訓練手当を廃止する。
施行日：令和３年４月１日

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	８４

	職員の管理職手当の特例に関する条例一部改正の件

	財政状況を踏まえ、職員の管理職手当の時限的減額を行う特例期間の終期を令和３年３月３１日から令和４年３月３１日に延長する。
施行日：令和３年４月１日

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	８５

	知事等の給料及び期末手当の特例に関する条例一部改正の件

	財政状況を踏まえ、知事、副知事等の給料及び期末手当の時限的減額を行う特例期間の終期を令和３年３月３１日から令和４年３月３１日に延長する。
施行日：令和３年４月１日

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	８６

	職員等の服務の宣誓に関する条例一部改正の件

	押印義務見直し指針に基づき、宣誓書において押印を要しないこととする。
施行日：公布の日
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	８７

	大阪府組織条例一部改正の件
	知事の権限に属する事務を見直すことに伴い、副首都推進局における分掌事務の改正を行う。
施行日：令和３年４月１日

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	８８

	大阪府住民基本台帳法施行条例及び大阪府行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用に関する条例一部改正の件
	住民基本台帳ネットワークシステムの本人確認情報の利用をすることができる事務及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用をすることができる事務に、公立大学法人大阪が設置する大学等における授業料及び入学金の減免に要する費用の支弁に関する事務を追加する。
施行日：令和４年４月１日

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	×
	○
	○
	○
	○

	８９

	大阪府府税事務所等設置条例及び大阪府土木事務所等設置条例一部改正の件
	北河内府税事務所及び枚方土木事務所の移転により、これらの事務所の位置を「枚方市大垣内町二丁目」から「枚方市岡東町」に改正する。
施行日：規則で定める日


	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	×
	×
	○
	○
	○

	[bookmark: _GoBack]９０

	大阪府税条例等一部改正の件
	１　大規模災害の被災者等が金融機関からの融資や自治体の復興支援を受けるときの必要書類として納税証明書の交付を申請する場合に限り、手数料を徴収しないこととする。
施行日：公布の日
２　地方税法の改正（令和３年３月末公布予定）に伴い、所要の改正を行う。
〔主な改正内容〕
・不動産取得税の税率について、住宅及び土地に係る標準税率４％を３％とする特例措置の適用期限及び宅地評価土地の取得に係る課税標準を価格の２分の１とする特例措置の適用期限をそれぞれ３年延長する。
・自動車税環境性能割について、軽減対象車の割合を現行と同水準としつつ、新たな２０３０年度燃費基準の下で税率区分を見直す。
・自動車税環境性能割の税率を１％分軽減する臨時的軽減について、適用期限を９か月延長し、令和３年１２月３１日までに取得したものを対象とする。
・自動車税種別割のグリーン化特例（軽課）について、重点化等を行った上で２年間延長する。
・令和３年４月１日以後に提出する地方税関係書類について、原則として押印を要しないこととする。
施行日：令和３年４月１日ほか
〔関係条例〕
・大阪府税条例
・大阪府税条例等の一部を改正する条例
・大阪府宿泊税条例

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	９１

	大阪府特定非営利活動促進法施行条例一部改正の件
	特定非営利活動促進法の改正により、認定特定非営利活動法人等の設立及び運営の手続が簡素化されたことに伴い、不要となる手続に関する規定を削除する。
施行日：令和３年６月９日
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	９２

	大阪府地方税法第三十七条の二第一項第四号に掲げる寄附金を定める条例一部改正の件
	個人府民税の税額控除を受けることができる地方税法第３７条の２第１項第４号に掲げる寄附金の対象外となる法人を削除する。
施行日：公布の日

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	９３

	大阪府立国際会議場条例等一部改正の件
	大阪府立国際会議場等の利用料金について後納によることができることとする。
施行日：令和３年４月１日
〔関係条例〕
・大阪府立国際会議場条例
・大阪府立体育会館条例
・大阪府立門真スポーツセンター条例

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	９４

	大阪府地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例等一部改正の件
	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準（省令）等の改正により、地域活動支援センター等については、虐待の発生及びその再発を防止するための措置を講じなければならないこととされたこと等に伴い、条例において同趣旨の改正を行う。
施行日：令和３年４月１日
〔関係条例〕
・大阪府地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める
条例ほか１０条例

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	９５

	大阪府福祉行政事務に係る事務処理の特例に関する条例一部改正の件
	地方自治法第２５２条の１７の２の条例による事務処理の特例制度に基づき、老人福祉法に基づく事務の一部を四條畷市が処理することとする。
施行日：令和３年４月１日

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	９６

	大阪府軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例等一部改正の件

	軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準（省令）等の改正により、軽費老人ホーム等については、虐待の発生及びその再発を防止するための措置を講じなければならないこととされたこと等に伴い、条例において同趣旨の改正を行う。
施行日：令和３年４月１日
〔関係条例〕
・大阪府軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例ほか８条例

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	９７

	大阪府附属機関条例一部改正の件
	１　大阪府流域下水道事業経営戦略審議会を新たに設置し、担任する事務を定める。
２　大阪府高齢者及び障がい者住宅計画等審議会及び大阪府耐震改修促進計画審議会を廃止する。
施行日：令和３年４月１日
３　大阪府周産期医療協議会の名称を大阪府周産期医療及び小児医療協議会に改正するとともに、担任する事務を追加する。
施行日：令和３年６月１日

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	９８

	大阪府安心こども基金条例一部改正の件
	基金の設置目的に、不妊治療に要する費用の助成等を追加する。
施行日：公布の日

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	９９

	大阪府衛生行政事務手数料条例一部改正の件
	医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律の改正に伴い、地域連携薬局の認定等に係る手数料を新たに設定する。
・地域連携薬局の認定
１１，０００円　等
施行日：令和３年８月１日

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１００

	大阪府衛生行政事務に係る事務処理の特例に関する条例一部改正の件
	食品表示法第六条第八項に規定するアレルゲン、消費期限、食品を安全に摂取するために加熱を要するかどうかの別その他の食品を摂取する際の安全性に重要な影響を及ぼす事項等を定める内閣府令の改正により、規定の整備（条項ずれ是正）を行う。
施行日：令和３年６月１日
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１０１
	大阪府成長産業特別集積区域における成長産業の集積の促進及び国際競争力の強化に係る成長産業事業計画の認定並びに法人の府民税及び事業税並びに不動産取得税の課税の特例に関する条例一部改正の件

	成長産業特別集積区域における新たな成長産業事業に関する計画について、提出期間の終期を平成３３年３月３１日から令和８年３月３１日に延長する。
施行日：令和３年４月１日







	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	×
	○
	○
	○
	○

	１０２
	大阪府立高等職業技術専門校及び大阪障害者職業能力開発校における職業訓練等に関する基準を定める条例一部改正の件

	府立高等職業技術専門校及び大阪障害者職業能力開発校における職業訓練を通信の方法により実施する場合は、必要に応じて添削指導又は面接指導を行うことで足りることとする。
施行日：公布の日


	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１０３
	大阪府生活環境の保全等に関する条例一部改正の件
	大気汚染防止法の改正に伴い、所要の改正を行う。
〔主な改正内容〕
・法改正により新たに作業に係る基準が定められた石綿が使用されている建築物の解体等の作業について、引き続き本条例に基づく法の上乗せ基準の対象とする。
・法改正により届出義務の対象外となる石綿が使用されている建築物の解体等の作業に係る石綿含有建材について、引き続き届出義務の対象とする。
・石綿が使用されている建築物の解体等の作業において、石綿の濃度の測定を行った者に対して、工事の発注者への測定結果の交付を義務付ける。
施行日：令和３年４月１日ほか

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１０４
	大阪府環境農林水産行政事務手数料条例一部改正の件
	家畜改良増殖法施行規則の改正に伴い、家畜人工授精所の開設の許可証の書換交付等に係る手数料を新たに設定する。
・家畜人工授精所の開設の許可証の書換交付
１，７００円　等
施行日：公布の日ほか

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１０５
	大阪府都市公園条例一部改正の件
	公園管理者以外の者が府営公園に公園施設を設ける際の使用料について、公募を実施するため、公募の実施に関する指針において定める使用料の最低額の下限の額を定める。
施行日：令和３年４月１日

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	×
	○
	○
	○
	○

	１０６
	大阪府福祉のまちづくり条例一部改正の件
	高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の改正により、新たに法令による規制の対象となる小規模の特別特定建築物について、移動等の円滑化に関し、引き続き本条例に基づく法の上乗せ基準の対象とする。
施行日：令和３年４月１日ほか

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１０７
	大阪府建築基準法施行条例一部改正の件
	建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行令の改正に伴い、建築物エネルギー消費性能基準に適合させなければならない建築物の完了検査に関する手数料を新たに設定する等の改正を行う。
・１，０００平方メートル未満で工場等のみの用途に供するもの
１９，５００円　等
施行日：令和３年４月１日ほか

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１０８
	大阪府建築都市行政事務手数料条例一部改正の件
	建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行令の改正に伴い、建築物エネルギー消費性能基準に適合させなければならない建築物の建築物エネルギー消費性能適合性判定等に関する手数料を新たに設定する等の改正を行う。
・３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満で工場等のみの用途に供し、モデル建物法によるもの
３０，４００円　等
施行日：令和３年４月１日

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１０９
	大阪府温暖化の防止等に関する条例一部改正の件
	建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の改正により、規定の整備（条項ずれ是正）を行う。
施行日：令和３年４月１日

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１１０
	大阪府立漕艇センター条例一部改正の件
	１　大阪府立漕艇センターの利用料金について後納によることができることとする。
２　大阪府立漕艇センターにおける水道等の利用に係る料金を新たに設定する。
・水道　１艇１回　１５０円　等
施行日：令和３年４月１日

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１１１
	大阪府立臨海スポーツセンター条例一部改正の件
	１　大阪府立臨海スポーツセンターの利用料金について後納によることができることとする。
２　大阪府立臨海スポーツセンターにおけるフリースペースの利用に係る料金を新たに設定する。
・フリースペース　１日　１４，５００円
施行日：令和３年４月１日

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１１２
	府費負担教職員定数条例一部改正の件
	市町村立学校の児童及び生徒の数の変動に伴う学級数の増減並びに国の定数改善等に伴い、府費負担教職員の定数を改定する。
・小学校　　　〔改正前〕　１７，７３５人
〔改正後〕　１７，７０１人
・中学校　　　〔改正前〕　１０，０９２人
〔改正後〕　１０，１８７人
・高等学校　　〔改正前〕　２０人
〔改正後〕　１４人
施行日：令和３年４月１日

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	×
	○
	○
	○
	○

	



１１３
	大阪府立学校条例一部改正の件
	府立学校の児童及び生徒の数の変動に伴う学級数の増減に伴い、府立学校の職員の定数を改定する。
・高等学校　　〔改正前〕　８，９９０人
〔改正後〕　８，６９７人
・特別支援学校〔改正前〕　５，４４１人
〔改正後〕　５，４８９人
施行日：令和３年４月１日

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	×
	○
	○
	○
	○

	１１４
	大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例一部改正の件

	国家公務員について、新型コロナウイルス感染症への対処業務に従事した場合の特殊勤務手当に係る用語が改められたことを踏まえ、条例において同趣旨の改正を行う。
施行日：公布の日

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１１５
	大阪府公衆に著しく迷惑をかける暴力的不良行為等の防止に関する条例一部改正の件


	１　公衆浴場、公衆便所等の人が通常衣服の全部又は一部を着けない状態でいるような場所における当該状態にある人の姿態を見、又は撮影する行為について、住居、事務所の更衣室等で行われるものについても禁止の対象に含める。
２　衣服等で覆われている内側の人の身体又は下着を見、又は撮影する行為等について、公共の場所又は乗物等以外の場所で行われるものについても禁止の対象に含める。
施行日：令和３年４月２０日

	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１１６
	大阪海区漁業調整委員会委員の任命について同意を求める件

	大阪海区漁業調整委員会委員の任期が令和３年３月３１日に満了となるので、次の各氏を任命することについて、漁業法第１３８条第１項の規定により同意を求めるもの。
岡修氏　　（再任）
奥浩幸氏　（再任）
今井一郎氏（再任）
伊瀬隆二氏（新任）
多田稔氏　（新任）
田中映治氏（新任）
常松睦弘氏（新任）
津本芳孝氏（新任）
樋口正明氏（新任）
村上知子氏（新任）
	3月24日
	同意
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○





【令和3年3月9日上程】
	

番号
	件名
	概要
	採決日
	議決結果
	各会派の態度（○は賛成、×は反対）

	
	
	
	
	
	維新
	自民
	公明
	共産
	民主
	改保
	自堺
	(無所属)

	１１７
	令和２年度大阪府一般会計補正予算（第１８号）の件
	概要はこちら
http://www.pref.osaka.lg.jp/zaisei/yosan/r2hosei18.html
【知事による議案の訂正（令和3年3月24日）[PDFファイル／254KB]】
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○



【令和3年3月24日上程】
	

番号
	件名
	概要
	採決日
	議決結果
	各会派の態度（○は賛成、×は反対）

	
	
	
	
	
	維新
	自民
	公明
	共産
	民主
	改保
	自堺
	(無所属)

	１１８
	令和３年度大阪府一般会計補正予算（第１号）の件
	概要はこちら
http://www.pref.osaka.lg.jp/zaisei/yosan/r3hosei1.html
	3月24日
	原案可決
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１１９
	大阪府教育委員会教育長の任命について同意を求める件
	教育委員会教育長に橋本正司氏を任命することについて、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第１項の規定により同意を求めるもの。
	3月24日
	同意
	○
	○
	○
	○
	×
	○
	○
	○



報告
【令和3年2月25日上程】
	

番号
	件名
	概要
	採決日
	議決結果
	各会派の態度（○は賛成、×は反対）

	
	
	
	
	
	維新
	自民
	公明
	共産
	民主
	改保
	自堺
	(無所属)

	１
	令和２年度大阪府一般会計補正予算（第１４号）の専決処分の件
	新型コロナウイルス感染症に係る緊急的な対応に必要な経費について、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求めるもの。
予算額　　２５２億７，２００万円
専決日　　令和３年１月８日

	3月24日
	承認
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	２
	令和２年度大阪府一般会計補正予算（第１５号）の専決処分の件
	新型コロナウイルス感染症に係る緊急的な対応に必要な経費について、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求めるもの。
予算額　　１，６５４億７，２００万円
専決日　　令和３年１月２０日

	3月24日
	承認
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	３
	損害賠償請求事件の上告受理の申立ての専決処分の件
	府警察職員による捜索差押えにより、業務妨害やプライバシーの侵害を受けたとする損害賠償請求事件の判決を不服として上告受理の申立てをするため、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求めるもの。
件数　　　１件
専決日　　令和３年２月１２日

	3月24日
	承認
	○
	○
	○
	×
	○
	○
	○
	○

	４
	府営住宅明渡請求に関する訴えの提起、和解及び調停の専決処分の件
	家賃滞納者等に対する府営住宅明渡請求に関する訴えの提起、和解及び調停について、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分にしたので、同条第２項の規定により報告するもの。
(1)訴えの提起　８６件
専決日　　　令和３年１月７日　他
(2)和解　　　　５６件
専決日　　　令和２年１２月２３日　他
(3)調停　　　　３件
専決日　　　令和３年１月１３日　他

	
	議決不要
	

	５
	母子父子寡婦福祉資金貸付金返還請求に関する訴えの提起の専決処分の件	
	母子父子寡婦福祉資金貸付金返還請求に伴う訴えの提起について、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分にしたので、同条第２項の規定により報告するもの。
件数　　　１件
専決日　　令和３年１月６日

	
	議決不要
	

	６
	中小企業高度化資金貸付金返還請求に関する訴えの提起の専決処分の件
	中小企業高度化資金貸付金返還請求に関する訴えの提起について、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分にしたので、同条第２項の規定により報告するもの。
件数　　　２件
専決日　　令和３年１月１８日

	
	議決不要
	

	７
	交通事故に係る損害賠償請求に関する損害賠償の額の決定及び和解の専決処分の件
	公務のため公用車等を運転していた府警察職員が発生させた交通事故に係る損害賠償請求に関する損害賠償の額の決定及び和解について、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分にしたので、同条第２項の規定により報告するもの。
件数　　　２件
専決日　　令和３年１月１９日

	
	議決不要
	

	８
	工事請負契約変更の専決処分の件（道路改良事業）
	工事請負契約の変更について、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分にしたので、同条第２項の規定により報告するもの。
(1)主要地方道茨木摂津線（大岩線）道路改良工事（その６）請負契約
（平成３０年６月８日議決）
専決日　　令和３年１月８日
(2)都市計画道路十三高槻線橋梁上部工等工事（正雀工区その１）請負契約（令和元年１０月２５日議決）
専決日　　令和３年１月８日
(3)主要地方道茨木摂津線（大岩線）法面対策工事（Ｒ２）
請負契約（令和２年５月２６日議決）
専決日　　令和３年１月８日

	
	議決不要
	

	９
	工事請負契約変更の専決処分の件（津波・高潮対策事業）
	工事請負契約の変更について、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分にしたので、同条第２項の規定により報告するもの。
(1)一級河川六軒家川防潮堤補強工事（朝日橋上流）請負契約（平成３
０年１２月１９日議決）
専決日　　令和３年１月５日
(2)一級河川六軒家川防潮堤補強工事（朝日橋下流右岸）請負契約（令
和元年１０月２５日議決）
専決日　　令和３年１月５日

	
	議決不要
	

	１０
	工事請負契約変更の専決処分の件（都市河川改良事業）
	工事請負契約の変更について、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分にしたので、同条第２項の規定により報告するもの。
寝屋川北部地下河川城北立坑築造工事請負契約（令和元年１０月２５日議決）
専決日　　令和３年１月７日

	
	議決不要
	

	１１
	工事請負契約変更の専決処分の件（大阪府営住宅建設事業）
	工事請負契約の変更について、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分にしたので、同条第２項の規定により報告するもの。
(1)大阪府営堺竹城台４丁第２期高層住宅（建て替え）新築工事（第１
工区）請負契約（令和元年１２月２０日議決）
専決日　　令和３年１月１３日
(2)大阪府営堺竹城台４丁第２期高層住宅（建て替え）新築工事（第２
工区）請負契約（令和元年１２月２０日議決）
専決日　　令和３年１月１３日

	
	議決不要
	

	１２
	債権放棄報告の件（大阪府交通事故被災世帯生活つなぎ資金貸付金に関する債権）
	大阪府交通事故被災世帯生活つなぎ資金貸付金に関する債権について、大阪府債権の回収及び整理に関する条例第６条第３項の規定により放棄したので、同条第４項の規定により報告するもの。
件数　　　１０件
金額　　　１６万３，４７７円及び当該貸付金に係る遅延損害金
専決日　　令和３年１月１２日

	
	議決不要
	

	１３
	債権放棄報告の件（大阪府オーパス・スポーツ施設情報システムの登録料及び登録更新料に関する債権）
	大阪府オーパス・スポーツ施設情報システムの登録料及び登録更新料に関する債権について、大阪府債権の回収及び整理に関する条例第６条第３項の規定により放棄したので、同条第４項の規定により報告するもの。
件数　　　１６件
金額　　　６，２００円
専決日　　令和３年１月１８日

	
	議決不要
	

	１４
	債権放棄報告の件（独立行政法人日本スポーツ振興センター法に基づく災害共済給付に係る共済掛金に関する債権）
	独立行政法人日本スポーツ振興センター法に基づく災害共済給付に係る共済掛金に関する債権について、大阪府債権の回収及び整理に関する条例第６条第３項の規定により放棄したので、同条第４項の規定により報告するもの。
件数　　　３０６件
金額　　　４５万７，５７１円及び当該共済掛金に係る遅延損害金
専決日　　令和３年１月１９日

	
	議決不要
	

	１５
	財政調整基金の積立目標額報告の件
	財政調整基金の積立目標額について、大阪府財政運営基本条例第１９条第３項の規定より報告するもの。


	
	議決不要
	

	１６
	令和３年度において豊かな環境の保全及び創造に関して講じようとする施策に関する報告の件

	令和３年度において豊かな環境の保全及び創造に関して講じようとする施策について、大阪府環境基本条例第９条第２項の規定により報告するもの。

	
	議決不要
	



※本表は、会派の態度を記載したものです。
会派の名称
（維新）・・・大阪維新の会大阪府議会議員団 （自民）・・・自由民主党・無所属　大阪府議会議員団 （公明）・・・公明党大阪府議会議員団
（共産）・・・日本共産党大阪府議会議員団 （民主）・・・民主ネット大阪府議会議員団 （改保）・・・改革保守 （自堺）・・・自由民主党・堺クラブ

1

17

36

